
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
内燃機関に燃料を噴射するための電気作動式の燃料噴射装置であって、該燃料噴射装置に
燃料が流入する燃料入口から、燃料噴射装置から燃料が噴射されるノズルへ燃料を搬送す
るための、前記燃料噴射装置内部の内部通路が設けられており、さらに電磁コイルアセン
ブリが設けられており、該電磁コイルアセンブリが、軸線方向貫通孔を有する非強磁性枠
体と、前記貫通孔とほぼ同軸的に前記枠体に配置された電磁コイルとから成っており、固
定子構造の一部を形成するために前記枠体の貫通孔に固定子が配置されており、前記固定
子構造は前記コイルによって生ぜしめられる磁束のための磁気回路の一部を形成しており
、前記内部通路を選択的に開閉するために前記燃料噴射装置内部に配置された、可動子と
弁とを有する機構が設けられており、前記内部通路を選択的に開閉するために前記コイル
の選択的な通電に基づいて前記可動子が前記弁を操作することを可能とするために、前記
可動子が、作動ギャップを通過して前記固定子構造まで延びる前記磁気回路の別の部分を
形成しており、前記可動子が、前記コイルの選択的な通電によって前記固定子構造に向か
ってまたは前記固定子構造から離れる方向で軸線方向に往復運動をさせられるようになっ
ている形式のものにおいて、
枠体の貫通孔が、小さな直径区分と大きな直径区分とを有しており、前記大きな直径区分
が、前記小さな直径区分よりも前記ノズルから軸線方向に離れて配置されており、管状の
部材が、前記枠体の貫通孔の前記小さな直径区分内に少なくとも部分的に配置されたジョ
イント部によって前記固定子の端部に液密に結合されており、前記固定子が、前記ジョイ
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ント部に設けられた小さな外径区分と、該小さな外径区分の軸線方向に配置された大きな
外径区分とを有しており、前記枠体の貫通孔の前記大きな直径区分と前記固定子の小さな
外径区分とが、軸線方向に互いに重なり合わされており、この重なり状態が、（イ）燃料
噴射装置の製造過程中には、前記枠体の貫通孔の前記大きな直径区分と前記固定子の大き
な外径区分とが軸線方向に互いに重なり合う位置に前記電磁コイルアセンブリが前記固定
子に軸線方向に配置されて、このような配置により、前記電磁コイルアセンブリが被さっ
ていない前記固定子の前記端部の十分な軸線方向の範囲が残されることによって前記ジョ
イント部が形成されるような位置に前記電磁コイルアセンブリが配置されるように、
（ロ）かつ、前記ジョイント部の形成後には、前記ジョイント部の少なくとも一部が前記
ボビンの貫通孔の前記小さな直径区分内に配置されるような位置へ、前記電磁コイルアセ
ンブリが戻るように構成されている
ことを特徴とする、電気作動式の燃料噴射装置。
【請求項２】
前記管状の部材が非強磁性である、請求項１記載の燃料噴射装置。
【請求項３】
前記管状の部材と、該管状の部材が液密に結合された前記固定子の前記端部とがテレスコ
ープ式に内外に係合しており、前記管状の部材が前記固定子の前記端部にこれらが互いに
テレスコープ式に係合した箇所において被さるように組み付けられており、前記固定子の
外側を取り囲んだレーザ溶接部が、前記管状の部材と前記固定子とを結合している、請求
項２記載の燃料噴射装置。
【請求項４】
前記レーザ溶接部全体が、前記枠体の貫通孔の前記小さな直径区分内に配置されている、
請求項３記載の燃料噴射装置。
【請求項５】
前記管状の部材が肩を有しており、該肩が、前記固定子の前記端部の外側の、管状の部材
が前記固定子の前記端部とテレスコープ式に係合した部分の半径方向外向きに延びており
、前記電磁コイルアセンブリが前記肩と接している、請求項４記載の燃料噴射装置。
【請求項６】
管状の部材と固定子の前記端部とが互いにテレスコープ式に係合した箇所において、前記
固定子の前記端部が、前記管状の部材の一部に突入するように組み付けられた、縮径され
たネックを有しており、前記管状の部材の前記部分が、前記管状の部材と前記固定子とが
同一周面を形成するような組み付けを行うように、前記固定子の前記小さな外径区分の外
径にほぼ等しい外径を有している、請求項３記載の燃料噴射装置。
【請求項７】
前記管状の部材と、該管状の部材が液密に結合された前記固定子の前記端部とが、互いに
テレスコープ式に内外に係合しており、前記管状の部材が前記固定子に、これらが互いに
テレスコープ式に係合した部分において被さるように組み付けられており、前記固定子の
前記端部が、前記管状の部材の一部に突入するように組み付けられた、縮径されたネック
を有しており、前記管状の部材の前記一部が、前記管状の部材と前記固定子とがほぼ同一
周面を形成するような組み付けを行うように前記固定子の前記小さな外径区分の外径にほ
ぼ等しい外径を有しており、前記固定子と前記管状の部材との外側のレーザ溶接が、前記
固定子と前記管状の部材とを結合している、請求項１記載の燃料噴射装置。
【請求項８】
レーザ溶接部全体が、前記枠体の貫通孔の前記小さな直径区分内に配置されている、請求
項７記載の燃料噴射装置。
【請求項９】
前記管状の部材が、前記固定子の前記端部の外側の、管状の部材が前記固定子の前記端部
とテレスコープ式に係合した部分から半径方向外向きに延びた肩を有しており、該肩に、
前記電磁コイルアセンブリが接している、請求項８記載の燃料噴射装置。
【請求項１０】
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前記管状の部材が非強磁性である、請求項９記載の燃料噴射装置。
【請求項１１】
前記ジョイントの形成中には、前記枠体の貫通孔の前記大きな直径区分を前記固定子の前
記大きな直径区分にプレスばめすることによって、前記電磁コイルアセンブリを前記固定
子に軸線方向で保持し、次いで、前記固定子の前記大きな外径区分におけるプレスばめか
ら前記枠体の貫通孔の前記大きな直径区分を分離させるために、前記電磁コイルアセンブ
リを軸線方向に移動させ、前記ジョイントを前記枠体の貫通孔の小さな直径区分内で位置
決めするのに十分であるように、前記枠体の貫通孔の前記大きな直径区分が、前記固定子
の前記大きな外径区分とプレスばめ係合を行うように寸法決めされている、請求項１記載
の燃料噴射装置。
【請求項１２】
前記枠体と前記固定子とが、前記プレスばめの軸線方向の範囲を制限する制限ストップを
規定する手段を有している、請求項１１記載の燃料噴射装置。
【請求項１３】
前記プレスばめの軸線方向範囲を制限している制限ストップを規定した前記手段が、制限
ストップを規定するために互いに接するように適応させられた、前記枠体および前記固定
子に設けられたそれぞれ半径方向で重なり合った肩を有している、請求項１２記載の燃料
噴射装置。
【請求項１４】
前記肩が、それぞれ相補的な円錐台形の形状を有している、請求項９記載の燃料噴射装置
。
【請求項１５】
前記管状の部材が非強磁性である、請求項１１記載の燃料噴射装置。
【請求項１６】
前記管状の部材と、該管状の部材が液密に結合された前記固定子の前記端部とが、互いに
テレスコープ式に内外に係合しており、前記管状の部材が、前記固定子の前記端部に、こ
れらが相互にテレスコープ式に内外に係合した位置で被さるように組み付けられており、
前記固定子の前記端部が、前記管状の部材の一部の内部に組み付けられた縮径されたネッ
クを有しており、前記管状の部材の前記一部が、前記管状の部材と前記固定子とがほぼ同
一周面を形成した組み付けを行うように、前記固定子に前記小さな外径区分の外径にほぼ
等しい外径を有しており、前記固定子と前記管状の部材との外側のレーザ溶接部が、前記
固定子と前記管状の部材とを結合している、請求項１５記載の燃料噴射装置。
【請求項１７】
前記管状の部材と、該管状の部材が液密に結合された前記固定子の前記端部とが、相互に
テレスコープ式に内外に係合しており、前記管状の部材が前記固定子の前記端部に、これ
らが相互にテレスコープ式に内外に係合した位置において被さるように組み付けられてお
り、前記固定子の前記端部が、前記管状の部材の一部の内側に組み付けられた縮径された
ネックを有しており、前記管状の部材の前記部分が、前記管状の部材と前記固定子とがほ
ぼ同一周面を形成した組み付けを行うように、前記固定子の前記小さな外径区分の外径と
ほぼ等しい外径を有しており、前記固定子と前記管状の部材との外部のレーザ溶接部が、
前記固定子と前記管状の部材とを結合している、請求項１１記載の燃料噴射装置。
【請求項１８】
前記枠体が非金属性材料から成っている、請求項１記載の燃料噴射装置。
【請求項１９】
前記固定子が、該固定子の前記端部を形成する前記管の端部から前記管の長さ方向に沿っ
て間隔を置かれた前記燃料入口を有する強磁性の燃料流入管から成っている、請求項１記
載の燃料噴射装置。
【請求項２０】
内燃機関に燃料を噴射するための電気作動式の燃料噴射装置を製造するための方法であっ
て、該燃料噴射装置に燃料が流入する燃料入口から、燃料噴射装置から燃料が噴射される
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ノズルへ燃料を搬送するための、前記燃料噴射装置内部の内部通路が設けられており、さ
らに電磁コイルアセンブリが設けられており、該電磁コイルアセンブリが、軸線方向貫通
孔を有する非強磁性枠体と、前記貫通孔とほぼ同軸的に前記枠体に配置された電磁コイル
とから成っており、固定子構造の一部を形成するために前記枠体の貫通孔に固定子が配置
されており、前記固定子構造は前記コイルによって生ぜしめられる磁束のための磁気回路
の一部を形成しており、前記内部通路を選択的に開閉するために前記燃料噴射装置内部に
配置された、可動子と弁とを有する機構が設けられており、前記内部通路を選択的に開閉
するために前記コイルの選択的な通電に基づいて前記可動子が前記弁を操作することを可
能とするために、前記可動子が、作動ギャップを通過して前記固定子構造まで延びる前記
磁気回路の別の部分を形成しており、前記可動子が、前記コイルの選択的な通電によって
前記固定子構造に向かってまたは前記固定子構造から離れる方向で軸線方向に往復運動を
させられるようになっている燃料噴射装置を製造するための方法において、
前記枠体の貫通孔に小さな直径区分と大きな直径区部とを設け、前記固定子に小さな外径
区分と該小さな外径区分の軸線方向に配置された大きな外径区分とを設け、前記枠体の貫
通孔の前記大きな直径区分が、前記枠体の貫通孔の前記小さな直径区分よりも前記ノズル
から軸線方向に離れて位置するように、また前記枠体の貫通孔の前記大きな直径区分と前
記固定子の前記大きな外径区分とが、電磁コイルアセンブリが被さらない前記固定子の端
部の所定の軸線方向範囲を前記電磁コイルアセンブリが残すような程度に、相互に軸線方
向に重なり合うように、前記固定子に沿って前記電磁コイルアセンブリを配置し、結合位
置において前記固定子の前記端部の前記所定の軸線方向範囲に管状の部材を液密に結合し
、次いで前記枠体の貫通孔の前記小さな直径区分内に前記結合部分の少なくとも一部が配
置される位置に電磁コイルアセンブリを前記固定子の軸線方向に配置する
ことを特徴とする、電気作動式の燃料噴射装置を製造するための方法。
【請求項２１】
結合段階が、前記管状の部材が前記固定子の前記端部に被さるように組付けられるように
、前記管状の部材と前記固定子の前記端部とを互いにテレスコープ式に内外に係合させる
ことと、前記管状の部材と前記固定子とを結合するために前記固定子の外側を取り囲むよ
うにレーザ溶接を行うこととから成っている、請求項２０記載の方法。
【請求項２２】
前記結合部分の少なくとも一部が前記枠体の貫通孔の前記小さな直径区分内に配置される
位置に前記電磁コイルアセンブリを前記固定子の軸線方向に配置する工程を、前記レーザ
溶接によって形成されたレーザ溶接部全体を前記枠体の貫通孔の前記小さな直径区分内に
配置することにより行う、請求項２１記載の方法。
【請求項２３】
前記管状の部材に、該管状の部材が前記固定子とテレスコープ式に係合した部分の半径方
向外向きに延びる肩を設け、前記枠体の貫通孔の前記小さな直径区分内に前記結合位置の
少なくとも一部が配置される位置に前記電磁コイルアセンブリを前記固定子の軸線方向に
配置する工程を、前記電磁コイルアセンブリを前記肩と接するように配置することにより
行う、請求項２２記載の方法。
【請求項２４】
前記枠体の貫通孔の前記大きな直径区分と前記固定子の前記大きな外径区分とが、前記電
磁コイルアセンブリが被さらない前記固定子の前記端部の所定の軸線方向の範囲を電磁コ
イルアセンブリが残す程度に、相互に軸線方向に重なり合うように、前記電磁コイルアセ
ンブリを前記固定子に配置する工程を、前記電磁コイルアセンブリを結合工程中にはプレ
スばめによって前記固定子に軸線方向に保持するのに十分であるように、前記枠体の貫通
孔の前記大きな直径区分を前記固定子の前記大きな外径区分にプレスばめさせることによ
り行う、請求項２０記載の 。
【請求項２５】
前記結合位置の少なくとも一部が前記枠体の前記小さな直径区分内に配置される位置に前
記電磁コイルアセンブリを前記固定子の軸線方向に配置する工程を、前記固定子の前記大
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きな外径区分と前記枠体の貫通孔の前記大きな直径区分とのプレスばめを解除し、次いで
前記結合部の少なくとも一部が前記枠体の貫通孔の前記小さな直径区分内に配置されるよ
うに前記電磁コイルアセンブリを位置決めすることにより行う、請求項２４記載の方法。
【請求項２６】
プレスばめ工程を、前記枠体と前記固定子との各部分が互いに接触させることによって終
わらせる、請求項２４記載の方法。
【発明の詳細な説明】
発明の分野
本発明は、内燃機関の燃料噴射システムにおいて使用されるソレノイド作動式の燃料イン
ジェクタに関する。
発明の背景及び概略
燃料噴射装置の全長に亘る直径を減じるための１つの手段は、所定の結合部においてＯリ
ングシールの代わりに密閉レーザ溶接を用いることである。これにより、通常金属性で管
状の所定の個々の部材が縮径される。燃料噴射装置を操作するために使用される電磁コイ
ルアセンブリも、燃料噴射装置の全長に亘る直径の所望の縮径を達するために直径がより
小さく形成されていなければならない。しかし、噴射装置の性能を維持するためには、コ
イルアセンブリの有効性を工程において妥協してはならない。つまり、たとえばコイルの
アンペア回数を減じるのは望ましくない。その結果、コイルアセンブリの縮径はコイルア
センブリの全長が長くなるという不都合をもたらす。このような長さの伸長は必ずしも回
避すべきものではないが、コイルアセンブリの縮径が伴う場合には、燃料噴射装置の他の
構造的な側面および／または噴射装置製造工程時に様々な部品を組み立てる順序に所定の
影響を与える恐れがある。
本発明は、噴射装置性能を犠牲にすることなくレーザ溶接を用いることによって全長に亘
ってより小さな直径を達成することができるソレノイド作動式の燃料噴射装置の新規形状
およびソレノイド作動式の燃料噴射装置を製造するための新規工程に関する。つまり、本
発明は、電磁コイルアセンブリの非強磁性枠体に設けられた貫通孔にそれぞれ比較的大き
な直径区分と比較的小さな直径区分とを提供し、また、枠体の貫通孔を貫通する固定子に
それぞれ比較的大きな外径区分と比較的小さな外径区分とを提供することから成っている
。トップフィード型燃料噴射装置では、枠体貫通孔を貫通する固定子は燃料噴射装置の強
磁性燃料流入管であり、この燃料噴射装置が、以下の記述において本発明を開示するため
に使用されている例である。
このようなトップフィード型燃料噴射装置の燃料流入管の比較的大きな外径区分は燃料流
入管の一方の端部に設けられた燃料流入開口部と、比較的小さな外径区分との間に配置さ
れている。枠体貫通項の比較的大きな直径区分は、電磁コイルアセンブリの、燃料流入館
の燃料流入開口部に近い方の端部に配置されている。燃料流入管と電磁コイルアセンブリ
とは、燃料流入開口部を備えた端部とは反対側の、燃料流入管の端部を、枠体の貫通孔の
比較的大きな直径区分に挿入し、貫通孔の大きな直径区分が燃料流入管の大きな直径区分
とプレスばめ係合をするようになるまで燃料流入管を貫通孔に貫通させることによって組
み立てられる。初期挿入時に、燃料流入管の小さな外径区分が枠体の貫通孔の大きな直径
区分を通過しながら、小さな外径区分は最終的に貫通孔の小さな直径区分に到達する。貫
通孔の小さな直径区分は燃料流入管の小さな外径区分よりも僅かに大きいだけなので、前
記プレスばめが達せられるまで、枠体の貫通孔を貫く燃料流入管の連続した通路を同軸的
に案内するように作用する。燃料流入管は、前記プレスばめが行われたときに燃料流入管
の小さな外径区分の所定の分が枠体の貫通孔の小さな直径区分を超えて突出するのに十分
な全長を有している。枠体の貫通孔の大きな直径区分と小さな直径区分との間の、また燃
料流入管の大きな外径区分と小さな外径区分との各々の間の移行部は、枠体と燃料流入管
とが軸線方向でプレスばめされ得る程度を規定した、相互に接するように適応させられた
相補的にテーパした肩を形成しており、この接触が行われたときに、燃料流入管の小さな
外径区分が枠体の小さな直径区分から突出する程度が確立される。この程度は、燃料流入
管の突出した端部に設けられたネックにテレスコープ式に被さるように係合し、かつ有利
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にはレーザ溶接によって密閉シール形式で結合すべき、非強磁性の短いネックを規定する
のに十分であるように選択されているので、非強磁性のシェルのネックの外側は燃料流入
管の小さな直径区分の外側と同一周面を形成する。燃料流入管への枠体の前記プレスばめ
により、強磁性燃料流入管への非強磁性のシェルを溶接する間、確実に電磁コイルアセン
ブリが溶接領域ではない箇所で保持される。溶接した後、燃料流入管から枠体のプレスば
めを解除し、枠体の貫通孔の小さな直径区分にレーザ溶接部を覆わせるために、電磁コイ
ルアセンブリは燃料流入管に関して相対的に移動させられ、電磁コイルアセンブリは、燃
料流入管との非強磁性シェルのテレスコープ式係合部から半径方向外向きに延びた非強磁
性シェルの肩と接することによって、所望の最終的な位置に軸線方向で位置させられる。
この新規構造は、最初に燃料流入管の流入端部を枠体の貫通孔の小さな直径区分に挿入す
ることにより、燃料流入管と小さな直径のコイルアセンブリとの組み立ての可能性を意図
的に排除しているが、この可能性を排除することによって、本発明の範囲内で実施される
小さな直径の燃料噴射装置を製造するための新規工程が提供される。この特定の燃料噴射
装置では非強磁性シェルの肩の存在が必要であり、このような小さな直径の電磁コイルア
センブリは、コイルアセンブリが燃料流入管に配置される前に非強磁性シェルが強磁性燃
料流入管に結合される必要がある場合には使用することができない。なぜならば、枠体貫
通孔の直径は非強磁性シェルの肩に被さるように組み付けるために十分に大きくなければ
ならず、その結果、コイルアセンブリの全長に亘る直径もより大きく形成されなければな
らないからである。したがって、ここに示された段階の特定の順序は、燃料噴射装置を製
造するための本発明による工程の側面を構成している。
様々な特徴、利点および発明の観点が、本発明を実施するために現在考慮される最良の形
式に基づいて本発明の有利な実施例を開示した、図面が添付された以下の記述および請求
項に示されている。
【図面の簡単な説明】
第１図は本発明による燃料噴射装置の縦断面図である。
第２図、第３図、第４図は、第１図の燃料インジェクタの製造時に行われる一連の段階を
示す、各縦断面図である。
実施例の説明
第１図には、燃料流入管１２、調節管１４、フィルタアセンブリ１６、電磁コイルアセン
ブリ１８、コイルばね２０、可動子２２、ニードル弁２４、非磁性シェル２６、弁体シェ
ル２８、弁体３０、プラスチックシェル３２、コイルアセンブリハウジング３４、非金属
カバー３６、ニードル案内部材３８、弁座部材４０、薄いディスク状オリフィス部材４１
、バックアップ保持部材４２、小さなＯリングシール４３および大きなＯリングシールを
含む多数の部品から構成された燃料噴射装置１０が示されている。
ニードル案内部材３８、弁座部材４０、薄いディスク状オリフィス部材４１、バックアッ
プ保持部材４２、および小さなＯリングシール４３は、米国特許第５１７４５０５号明細
書等の多数の特許明細書に示されたような、燃料噴射装置１０のノズル端部に配置された
積み体を形成している。可動子２２とニードル弁２４とは、可動子／ニードル準アセンブ
リを形成するために結合されている。コイルアセンブリ１８は、プラスチック枠体４６を
有しており、このプラスチック枠体には電磁コイル４８が巻き付けられている。コイル４
８の各端部は、成形されたターミナル５０，５２に接続されており、カバー３６の一体的
な部分として形成された包囲部と相俟って、燃料噴射装置を操作する電気制御回路（図示
せず）に燃料噴射装置を接続するための電気コネクタ５４を形成している。
燃料流入管１２は、強磁性であり、露出した上端部に燃料流入開口部５６を有している。
燃料流入開口部５６の直ぐ下方で燃料流入管１２の外側を取り囲むように配置されたリン
グ５８は、カバー３６の端面６０および燃料流入管１２の介在する外径と協働して、関連
した燃料レール（図示せず）内のカップもしくはソケットに対して燃料噴射装置入口をシ
ールするために通常使用されるＯリングシール（図示せず）のための溝を形成している。
下側のＯリング４４は、燃料噴射装置が機関に装着されるときに機関吸気システム（図示
せず）内のポートに液密シールを提供するために働く。フィルムアセンブリ１６は汎用の
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形式で調節管１４の開放上端部に装着されており、燃料が調節管１４に流入する前に、燃
料流入開口部５６を通って流入してくる燃料から所定のサイズよりも大きな粒子状物質を
ろ過するようになっている。
較正された燃料噴射装置では、調節管１４は燃料流入管１２内で軸線方向位置に軸線方向
に押圧されており、ニードル弁２４の丸い先端部が弁座部材４０に座着させられて、弁座
部材を貫く中央孔を閉鎖するように可動子／ニードルを押圧する所望のバイアス力でばね
２０を押圧する。調節較正が行われた後に、調節管１４と燃料流入管１２とが相対的な軸
線方向位置を維持するために圧着されると有利である。
調節管１４を通過した後、燃料は、燃料流入管１２と可動子２２との向き合った端部が相
俟って規定した、ばね２０を有する空間６２へ流入する。可動子２２は弁体３０内の通路
６５に空間６２を連通させている通路６４を有しており、案内部材３８は燃料通過孔３８
Ａを有しており、これにより、燃料が空間６２から弁座部材４０へ流過することができる
。この燃料流過経路は第１図に一連の矢印によって示されている。
非強磁性のシェル２６が、燃料流入管１２の下端部にテレスコープ式に組み付けられかつ
結合されている。シェル２６は環状のネック６６を有しており、このネック６６は燃料流
入管１２の下端部において環状のネック６８にテレスコープ式に被さるように係合してい
る。また、シェル２６は管状ネック６８から半径方向外向きに延びている肩６９を有して
いる。肩６９自体は、噴射装置のノズル端部に向かって軸線方向に延びた、短い環状リム
７０を外縁部に有している。弁体シェル２８は、強磁性であり、有利にはレーザ溶接によ
って非強磁性のシェル２６に液密に結合されている。
弁体３０の上端部は、弁体シェル２８の下端部内側に密に組み付けられており、これらの
２つの部材は有利にはレーザ溶接によって液密に結合されている。可動子２２は軸線方向
の往復運動を行うために弁体３０の内壁によって案内されており、さらに可動子／ニード
ル準アセンブリの軸線方向の案内が部材３８の中央案内孔３８Ｂによって提供されており
、この中央案内孔をニードル弁２４が貫通している。
第１図に示した閉鎖位置では、燃料流入管１２の管状ネック６８の環状端面と可動子２２
の向き合った環状の端面との間に小さな作動ギャップ７２が存在している。コイルハウジ
ング３４と燃料流入管１２とは７４において接しており、コイルアセンブリ１８に関連し
た固定子構造を構成している。非強磁性シェル２６は、コイル４８が通電されたときに、
可動子２２を含む経路に沿って磁束が形成されることを保証する。ハウジング３４の軸線
方向下端部から出発して、磁気回路が、弁体シェル２８および弁体３０を通って可動子２
２へ延びており、さらに可動子２２から作動ギャップ７２を横切って燃料流入管１２へ延
びている。コイル４８が通電されると、可動子２２に作用するばね力に打ち勝って、作動
ギャップ７２を狭めながら可動子が燃料流入管１２に向かって引きつけられる。これによ
りニードル弁２４が弁座部材４０から持ち上げられて燃料噴射装置が開かれ、燃料が噴射
装置のノズルから噴射される。コイルが通電されなくなると、ばね２０が可動子／ニード
ルを弁座部材４０に閉鎖した状態に押し付ける。
燃料流入管１２は、円錐台形の肩７８を有するように示されており、この肩は燃料流入管
の外径を大きな ８０と小さな 区分８２とに分けている。枠体４６は中央貫通
孔８４を有しており、この中央貫通孔は円錐台形の肩８６を有しており、この肩は中央貫
通孔を大きな直径区分８８と小さな直径区分９０とに分けている。肩８６は、肩７８の円
錐台形と補足的な円錐台形を有している。
第１図には肩７８，８６は軸線方向に間隔を置いて示されており、また貫通孔８６の一部
と燃料流入管１２の外径の一部とが互いに軸線方向に重なり合って示されている。貫通孔
８４のこの重なり合った部分は、肩８６と、肩８６の直ぐ上方に位置している、貫通孔の
大きな直径部分８８の一部とから成っている。燃料流入管１２の外径の重なり合った部分
は、肩７８と、燃料流入管の小さな の一部とから成っている。このことの意
義は、コイルアセンブリ１８、燃料流入管１２およびシェル２６および２８の組み立て過
程における段階を示している第２図から第４図までを考慮することにより明らかとなる。
第２図では、２つのシェル２６，２８がテレスコープ式に内外に組み付けられており、ま
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たコイルアセンブリ１８が燃料流入管１２に配置されている。ターミナル５０，５２がま
だ最終的な形状には形成されていない。燃料流入管１２へのコイルアセンブリ１８の配置
は、小さな 区分８２を枠体４６の大きな直径区分８８に挿入するだけで行うことがで
きる。第２図では、肩７８と８６とを互いに接触させるようにコイルアセンブリ１８が軸
線方向に位置決めされている。これにより、管状ネック６８全体が枠体４６から突出した
ままとなる。コイルアセンブリ１８は、枠体の貫通孔８４の大きな直径区分 を燃料流
入管１２の大きな外径区分 とプレスばめさせることによって、肩７８，８６が互いに
接触しているときにはこれらは互いに軸線方向に重なり合うこの位置に保持される。プレ
スばめの特性は、肩７８，８６が接すること、ひいては枠体４６への燃料流入管１２の挿
入を制限する制限ストッパを提供することを妨げる程きつくないが、燃料噴射装置の別の
工程が行われている間に両部材の相対的な移動を阻止するには十分にきつくなっている。
第３図はその別の工程が示されている。
ネック６８にはコイルアセンブリ１８が被さっていないので、シェル２６のネック６６を
ネック６８にテレスコープ式に被さるように係合することができ、テレスコープ式に係合
した部分は有利にはレーザ溶接によって互いに結合させられる。溶接部は符号９４，９６
によって示されている。溶接部は、部材の全周を取り囲むように延びており、燃料噴射装
置を貫通する燃料経路ではない個所で密封液密結合部を形成している。溶接部のこのよう
な配置により、燃料噴射装置の性能を損なうような燃料への汚物の進入の可能性が回避さ
れる。ネック６６の外径は、ネック６８の直ぐ上方の、燃料流入管１２の外径と同一周面
を形成しているので、溶接が行われた後、コイルアセンブリ１８を第３図の位置から第４
図の位置へ燃料流入管１２に沿って軸線方向に滑動させることができる。なぜなら、プレ
スばめは、解除するために過大な力を必要とするほどきつくないからである。
第４図の位置では、枠体の下側のフランジと肩６９とは互いに接触しており、この接触が
、第１図に示したような燃料流入管に沿った所望の最終位置にコイルアセンブリ１８を軸
線方向に適切に位置決めするために働き、この位置では溶接部９４を含むテレスコープ式
に内外に係合したネック６６，６８が枠体の貫通孔８４の小さな直径区分９０に配置され
ている。コイルアセンブリ１８は、第４図に示した部材にハウジング３４を被せ嵌め、た
とえば第１図の９８のような位置で溶接することによって、テレスコープ式に内外に係合
したネック６６，６８および溶接部９４から成る接合部全体を覆うこの位置に保持される
。ハウジング３４自体は第４図には図示されていない。第１図に示したように、ハウジン
グ３４の上端部はコイルアセンブリ１８を肩６９に対して軸線方向に押さえつけるように
成形されている。この後燃料噴射装置はさらなる組立て工程段階によって完成されるが、
この組立て工程段階は本発明とは直接関係ないためここでは詳しく説明する必要はない。
本発明の有利な実施例が示されかつ説明されているが、本発明の原理が、以下の請求の範
囲に当てはまる全ての同等の構造および方法に適応することが認められるべきである。
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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